
法 令 及 び 定 款 に 基 づ く
インターネット開示事項

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令並びに当

社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイ

ト（http://www.with-us.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様

に提供しております。



連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ９社

主要な連結子会社の名称 株式会社ブリーズ 株式会社佑学社

株式会社学習受験社 株式会社ＳＲＪ

株式会社レビックグローバル

他４社

　当社の連結子会社が新たに設立した子会社１社を当連結会計年度末より連結の範囲

に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称　　　上海列必客科技有限公司

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重

要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。
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２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の数及び主要な関連会社の名称

持分法を適用した関連会社の数　　　３社

主要な関連会社の名称　　　　　　　株式会社第一プログレス

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社等の名称

①　非連結子会社

上海列必客科技有限公司

②　関連会社

株式会社エデュケーショナルパートナーズ

（持分法を適用していない理由）

　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社はいずれも、それぞれ当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象

から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業

年度に係る計算書類を使用しております。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項

株式会社ブリーズ他２社の連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。連結子

会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社は６社であり、株式会社佑学社及び株式会社

学習受験社（決算日２月末日）並びに株式会社レビックグローバル（決算日12月末日）他３

社は各社の決算日現在の計算書類を使用して連結決算を行っております。ただし、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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５．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券　　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっ

ております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

②　デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ　　　　時価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

教材　　　　　　　　先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方

法）によっております。

商品・貯蔵品　　　　最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によ

っております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　定率法を採用しております。

(リース資産を除く)　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く）については定額法を採用しております。

②　無形固定資産　　　　定額法を採用しております。

(リース資産を除く)　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産

（所有権移転外ファ

イナンス・リース取

引に係るもの）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　従業員の賞与支給に充てるため、支給対象期間に応じた支給見積

額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金　一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく当連結会計年度末における要支給額を計上しておりま

す。
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(4) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用し

ております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

③　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約毎に行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省

略しております。

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、

退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっております。

　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により、また、数理計算上の差異は発生年度においてそれぞれ処理し

ております。

　未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包

括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

②　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地

方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

③　のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、合理的な期間（５年）にわたり、定額法により償却を行っ

ております。
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６．会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結

合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成

25年９月13日。以下、「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下、「事業分離等会計基準」という。）等を

当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動に

よる差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の

費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施され

る企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業

結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更しております。加え

て、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行

っております。

企業会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44

－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、

当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

当該変更による連結計算書類に与える影響は軽微であります。

７．追加情報

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部

を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成

28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとな

りました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は

従来の33.0％から平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始

する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については、30.8％に、平成30年４月１

日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、30.6％となり

ます。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

20,583千円減少し、法人税等調整額が25,351千円、その他有価証券評価差額金が2,085千

円、退職給付に係る調整累計額が2,682千円それぞれ増加しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１.担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 111,385千円

土地 258,512千円

計 369,898千円

(2) 担保に係る債務

短期借入金 150,000千円

一年内償還予定社債 110,000千円

一年内返済予定長期借入金 60,000千円

社債 120,000千円

長期借入金 120,000千円

計 560,000千円

２.有形固定資産の減価償却累計額 4,397,086千円

３.土地再評価法の適用

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき事業用の土地の再

評価を行い、当該評価差額金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。

(1)　再評価の方法　　　　 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第３号、第４号、第５号により算出した方法に

よっております。

(2)　再評価を行った年月日 平成14年３月31日

(3)　再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△45,986千円

４.保証債務

金融機関との契約に基づく従業員貸付金制度の従業員借入額1,401千円に対して保証を行

っております。また、取引先（株式会社ＪＢＳファシリティーズ）の建物賃貸借契約に係る

契約残存期間の賃料280,000千円について、保証を行っております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１.発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：株）

種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 10,440,000 － － 10,440,000
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２.配当に関する事項

(1)　配当金の支払額

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総 額

１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成27年５月26日
取 締 役 会

普通株式 80,498千円 8.0円
平成27年
３月31日

平成27年
６月10日

平成27年11月９日
取 締 役 会

普通株式 80,498千円 8.0円
平成27年
９月30日

平成27年
12月７日

計 160,996千円 16.0円

(2)　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

決 議
株式の
種 類

配当の
原 資

配当金の
総 額

１株当た
り配当額

基 準 日 効力発生日

平成28年５月24日
取 締 役 会

普 通
株 式

利 益
剰余金

80,498千円 8.0円
平成28年
３月31日

平成28年
６月９日

３.当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式　37,200株

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

  当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行

借入による方針であります。

  営業債権である売掛金及び授業料等未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に

沿って期日管理及び与信管理を行い、顧客の信用状況を把握する体制としております。また、

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行って

おります。

  差入保証金及び敷金は、主として教場の賃借契約に基づくものであり、解約時に返還され

るものであります。

  営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。

  借入金のうち短期借入金は、主に運転資金のための、長期借入金、社債及びリース債務は、

設備投資のための資金調達であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワッ

プ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。

　なお、デリバティブ取引については、稟議規程に基づき行うこととしております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

  平成28年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 4,626,722 4,626,722 －

(2) 売掛金 178,239 178,239 －

(3) 授業料等未収入金 415,343 415,343 －

(4) 投資有価証券

その他有価証券 629,548 629,548 －

(5) 長期貸付金 92,098

貸倒引当金（＊１） △15,900

76,198 76,198 －

(6) 差入保証金及び敷金 1,168,697 1,170,996 2,299

資産計 7,094,749 7,097,048 2,299

(1) 買掛金 254,058 254,058 －

(2) 短期借入金 503,790 503,790 －

(3) 一年内償還予定社債 110,000 111,854 1,854

(4) 一年内返済予定長期借入金 167,116 169,875 2,758

(5) リース債務（流動負債） 19,680 19,524 △156

(6) 未払法人税等 49,431 49,431 －

(7) 社債 120,000 119,792 △207

(8) 長期借入金 190,112 189,430 △681

(9) リース債務（固定負債） 89,895 85,029 △4,866

負債計 1,504,085 1,502,787 △1,298

デリバティブ取引 － － －

（＊１）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金並びに(3) 授業料等未収入金

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(4) 投資有価証券

  これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。

(5) 長期貸付金

  長期貸付金のうち建設協力金については、回収予定額を契約期間に対する国債の利回

りにより割引いた現在価値により算定しております。

  なお、「金融商品会計に関する実務指針」に基づき、上記による算定額を連結貸借対

照表に計上しているため、時価は帳簿価額と一致しております。

  また、貸倒懸念債権については、担保及び保証等による回収見込額により、時価を算

定しております。

(6) 差入保証金及び敷金

  差入保証金及び敷金の時価は、過去の実績から見積もった平均賃借期間をもとに将来

キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。

負債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金及び(6) 未払法人税等

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(3) 一年内償還予定社債及び(7) 社債

  社債の時価は、元利金の合計額を、同様の新規発行を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。

(4) 一年内返済予定長期借入金、(5) リース債務（流動負債）、(8) 長期借入金及び 

(9) リース債務（固定負債）

  これらのうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信

用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考え

られるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額

を同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しております。なお、一部の変動金利による長期借入金は金利スワップの特

例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額

を、同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。
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デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体と

して処理されているため、その時価は、当該長期借入金及び一年内返済予定長期借入金

の時価に含めて記載しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非 上 場 株 式 82,246

関 係 会 社 株 式 67,868

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることな

どができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4) 投資有価

証券　その他有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 457.24円

１株当たり当期純利益 53.73円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 53.59円

※  １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次の

とおりであります。

１株当たり当期純利益

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 540,604千円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 540,604千円

普通株式の期中平均株式数 10,062,272株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

普通株式増加数 25,539株

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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（その他の注記事項）
減損損失関係

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位でグルーピングしており

ます。学習塾事業、高校・キャリア支援事業については教場ごと、その他の事業につ

いては主に事業セグメントごと、賃貸資産、遊休資産については個別資産ごとにグル

ーピングしております。

用途 場所 種類 減損損失

教場
事業用設備 大阪市他　計22校 建物・器具備品等 127,480千円

自社所有建物 堺市他　計２校 建物・土地等 250,253千円

その他 大阪市 ソフトウェア 19,897千円

当連結会計年度において、業績の低迷などにより収益性が悪化している資産グルー

プ及び売却意思決定を行った資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

その内訳は、建物及び構築物115,977千円、土地182,183千円、リース資産71,475千

円、有形固定資産（その他）7,788千円、ソフトウェア19,897千円、無形固定資産（そ

の他）309千円であります。

なお、回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しており、正味売却価

額は零又は売却見込額等合理的な見積りにより評価し、使用価値については将来キャ

ッシュ・フローを4.7％の割引率にて算定しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　　　　移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

〔時価のあるもの〕　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）によっております。

〔時価のないもの〕　　　　　　　移動平均法による原価法によっております。

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ　　　　　時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

教材　　　　　　　　　先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの

方法）によっております。

商品・貯蔵品　　　　　最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）に

よっております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産　　　　　　定率法を採用しております。

（リース資産を除く）　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

は除く）については定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産　　　　　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアに

（リース資産を除く）　　ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

(3) リース資産

（所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係る

もの）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。

(4) 長期前払費用　　　　　　定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金　　　　　　　従業員の賞与支給に充てるため、支給対象期間に応じた支給見

積額を計上しております。
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(3) 退職給付引当金　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債

務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定額法により、また、数理

計算上の差異は発生年度においてそれぞれ処理しております。

(4) 関係会社事業損失引当金　関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対する投資金

額及び債権金額を超えて当社が負担することとなる損失見込額

を計上しております。

４． 重要なヘッジ会計処理の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用して

おります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

(3) ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略

しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方

消費税は、当事業年度の費用として処理しております。
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６．会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業

結合会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、

取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、

当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取

得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の財務諸表に反映させる方法に変

更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等

会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から

将来にわたって適用しております。

これによる計算書類に与える影響はありません。

７．追加情報

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部

を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成

28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりま

した。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来

の33.0％から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業

年度に解消が見込まれる一時差異については、30.8％に、平成30年４月１日に開始する事

業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

21,232千円減少し、法人税等調整額が23,318千円、その他有価証券評価差額金が2,085千

円、それぞれ増加しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建物 111,185千円

構築物 200千円

土地 258,512千円

計 369,898千円

(2) 担保に係る債務

短期借入金 150,000千円

一年内償還予定社債 110,000千円

一年内返済予定長期借入金 60,000千円

社債 120,000千円

長期借入金 120,000千円

計 560,000千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 4,102,547千円

３. 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 61,453千円

短期金銭債務 156,995千円

長期金銭債権 88,705千円

４. 取締役及び監査役に対する長期金銭債務

長期未払金の一部は、平成26年６月26日開催の第38回定時株主総会において承認可決さ

れた取締役及び監査役の退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給にかかる債務であります。

５. 土地再評価法の適用

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき事業用の土

地の再評価を行い、当該評価差額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しており

ます。

(1)　再評価の方法　　　　 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第３号、第４号、第５号により算出した方法に

よっております。

(2)　再評価を行った年月日 平成14年３月31日

(3)　再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△45,986千円
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６. 保証債務

金融機関との契約に基づく従業員貸付金制度の従業員借入額1,401千円に対して、保証を

行っております。また、子会社（株式会社学習受験社）のリース契約額14,207千円及び取

引先（株式会社ＪＢＳファシリティーズ）の建物賃貸借契約に係る契約残存期間の賃料

280,000千円について、保証を行っております。

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

売上高 34,023千円

仕入高 316,190千円

その他の営業取引 886,213千円

営業取引以外の取引高 15,187千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の数に関する事項

（単位：株）

種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 377,728 － － 377,728

－ 16 －



（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 43,117千円

未払事業税 4,337千円

貸倒引当金 26,085千円

投資有価証券評価損 223,825千円

退職給付引当金 288,349千円

減損損失 240,140千円

減価償却超過額 35,701千円

資産除去債務 186,493千円

関係会社事業損失引当金 10,980千円

長期未払金 32,749千円

その他 19,182千円

小計 1,110,963千円

評価性引当額 △619,866千円

繰延税金資産合計 491,096千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 39,888千円

資産除去債務に対応する除去費用 59,771千円

繰延税金負債合計 99,659千円

繰延税金資産の純額 391,436千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．子会社

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金
又 は
出資金
(千円)

事 業 の
内容又は
職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子会社

株式会社
ブリーズ

大阪市
中央区

93,000 広告事業
所有

直接100％
当社仕入先

広告制作物
の購入等
(注１,４）

907,463 買掛金
(注４）

3,847

固定資産の
購入等
(注１,４)

13,815
未払金
(注４）

127,073

資金の回収 14,500

短期
貸付金
(注２）

13,500

長期
貸付金
(注２）

52,200

株式会社
レビック
グローバル

東京都
港区

60,000

企業内研
修ポータ
ル サ イ
ト・コンテ
ンツ開発
販売事業

所有
直接94.57％

資金の援助
役員の兼任

資金の回収 51,293

短期
貸付金
(注２,３）

30,256

長期
貸付金
(注２,３）

16,014

（注１）　価格その他の取引条件につきましては、市場実勢を参考に決定しております。

（注２）　資金の貸付につきましては、「金銭消費貸借契約」を締結し、貸付金金利については

市場金利等を勘案し決定しております。

（注３）　短期貸付金及び長期貸付金の総額46,271千円に対し貸倒引当金を計上しております。

当事業年度における貸倒引当金戻入額は51,293千円であります。また、株式会社レビ

ックグローバルの事業の状態を勘案し35,885千円の関係会社事業損失引当金を計上し

ております。当事業年度における関係会社事業損失引当金戻入額は4,056千円であり

ます。

（注４）　取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．主要株主

種 類
会社等の

名称又は氏名
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

主要
株主

堀川一晃
被所有
直接2.69％
間接12.30％

嘱託相談役
相談役報酬
の支払
（注１,２）

13,500 － －

（注１）　経営管理全般に係る助言、相談に関する契約を締結し、報酬金額については、その助

言等、関与度合を勘案し決定しております。

（注２）　取引金額には消費税等は含まれておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 421.37円

１株当たり当期純利益 43.43円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 43.32円

※  １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次の

とおりであります。

１株当たり当期純利益

損益計算書上の当期純利益 436,985千円

普通株式に係る当期純利益 436,985千円

普通株式の期中平均株式数 10,062,272株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

普通株式増加数 25,539株

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

（その他の注記事項）
　該当事項はありません。
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